
申込サポート by SUUMO管理会社様専用サイト利用約款 

 

第1条 （約款の適用） 

1. 申込サポート by SUUMO 管理会社様専用サイト利用約款（以下「本約款」といいま

す。）は、株式会社リクルート（以下「当社」といいます。）が提供する「申込サポート  

by SUUMO」と題するサービス（以下「本サービス」といい、詳細は第 2条で定義す

るものとします。）の利用条件を定めるものです。本約款は、当社との間で本サービス

の利用に係る契約（以下「本契約」といいます。）の締結を希望する事業者または締結

した事業者（以下「事業者」といいます。）のうち、「申込サポート by SUUMO管理会

社様専用サイト」を利用する事業者に対して適用されるものとします。 

2. 当社所定の申込書、別途当社が事業者に提示する参画基準、諸規定、注意事項、運用ル

ール、サービスポリシー等も、本約款の一部を構成するものとします。なお、本約款と

参画基準その他の諸規定が矛盾抵触する場合には、本約款が優先するものとし、その他

の部分については、本約款と参画基準およびその他の諸規定が同時に適用されるもの

とします。 

3. 当社は、本約款に基づき事業者に本サービスを提供するものとし、事業者は、本約款に

定める義務を誠実に履行するものとします。 

 

第2条 （定義） 

1. 本サービスとは、当社が「申込サポート by SUUMO」の名称で事業者に提供する、以

下の各号に定めるサービスの総称をいうものとします。 

(1) 不動産賃貸物件にかかる入居申込みに関連する業務をWeb上で実施できるように

するサービス 

(2) 不動産賃貸物件にかかる入居申込み状況についての、当社による内容の分析およ

び当該分析結果に基づくデータの作成（統計データを含みますが、これに限られな

いものとします。） 

(3) 前号に定める分析結果およびデータに基づく、当社による事業者に対する本サー

ビスその他のサービスにかかる提案の実施 

(4) 第 1 号に定めるサービスの利用状況モニタリング等、当該サービスの利用促進の

ためのサポートの実施 

(5) 事業者が自社の管理する物件の申込状況、空室状況その他の物件に関する情報を

登録できるインターネット上の管理ウェブページ（以下「管理会社用ウェブページ」

といいます。）の提供 

(6) 管理会社用ウェブページに登録および管理されている物件に関する情報、当該物

件にかかる申込書情報および関連する情報を、事業者の顧客に対して提供するウ

ェブページ（以下「仲介会社用ウェブページ」といいます。）の提供 



(7) 本サービスの改善 

(8) その他前各号に付随するサービス 

2. 「本システム」とは、当社が本サービスの提供のために使用するシステムをいいます。 

3. 「事業者の顧客」とは、本サービスを利用する事業者の取引先等の顧客をいいます。 

4. 「本アカウント」とは、当社が発行する、本サービスの利用に必要な IDおよびパスワ

ード等の事業者専用の ID等をいいます。 

 

第3条 （本契約の成立等） 

1. 事業者は、本サービスの利用申込みを行う場合は、本約款および本サービスの仕組みを

承諾したうえで、当社所定の方法に従い申し込むものとします。 

2. 当社は、事業者による本サービスの利用申込みまたは本サービスの利用をもって、本約

款に同意したものとみなし、本約款は、事業者に対して適用されるものとします。 

3. 事業者は、事業者の従業員、事業者が第 7 条の規定に基づき本アカウントを付与した

者およびその従業員（以下「事業者の従業員等」といいます。）に対して、事業者が本

約款に基づき負う義務と同等の義務を負わせるものとし、事業者の従業員等が本約款

に則り適法かつ適切に本サービスを利用するよう、指導および監督を行うものとしま

す。なお、当社は、事業者の従業員等による当該義務違反は、事業者の本約款上の義務

違反とみなすものとします。 

4. 本契約は、次の各号の要件が全て満たされたときに、当社と事業者の間に成立するもの

とします。 

(1) 本条第 1項に従い、事業者による本サービスの利用申込みがなされること 

(2) 当社が当社の取引基準に基づく審査を行い、適格と判断すること 

(3) 当社による承諾の意思表示が事業者に到達すること 

 

第4条 （利用料） 

1. 事業者は、本サービスの利用の対価（以下「利用料」といいます。）として、当社に対

して、申込書に定める金額を支払うものとします。なお、利用料の支払方法は、申込書

の定めに従うものとし、当該支払にかかる振込手数料その他の費用は、事業者の負担と

します。 

2. 事業者が、本契約の成立後に、本契約を変更または解除した場合でも、利用料は、当然

には減額または返金されないものとします。 

 

第5条 （再委託） 

1. 当社は、事業者の承諾を得ることなく、本約款に定める当社の業務の全部または一部を

第三者に再委託することができるものとします。 

2. 委託先が事業者に対して行った本契約に関する意思表示および事実行為は、当社が行



ったものとみなします。 

3. 事業者が本契約に関して委託先に行った意思表示および事実行為は、すべて当社に対

して行われたものとみなします。 

 

第6条 （アカウントの管理） 

1. 事業者は、個人情報保護およびセキュリティ保持の必要上、本アカウントについて厳重

な管理義務を負うものであり、第三者に本アカウントを譲渡、貸与または開示等しては

ならないものとします。 

2. 当社または事業者の都合により本アカウントを再発行する場合には、当社は、情報セキ

ュリティの観点から事業者に当社所定の認証を行うことができるものとします。なお、

事業者は、本アカウントの再発行に一定の時間を要し、当社が即時の再発行には応じら

れないことを予め承諾します。 

3. 事業者は、自己の本アカウントにより本システムへのアクセスまたは利用があったと

きは、これを事業者自身による正当なアクセスまたは利用とみなされることに同意す

るものとします。但し、当社の故意または重過失により本アカウントが第三者に利用さ

れた場合はこの限りではありません。 

4. 前項の定めにもかかわらず、当社は、本アカウントが、本サービスの利用以外の目的で

の利用その他の不正に利用されているまたはその疑いがあると判断した場合、当該本

アカウントを一時的に停止および／または変更することができるものとします。この

場合に事業者に生じた一切の損害について、当社は賠償責任を負わないものとします。

なお、本規定は当社の権利を定めるものであり義務を定めるものではありません。 

5. 事業者は、本アカウントの盗用、紛失、または第三者（事業者の従業員も含みます。）

による不正利用に起因する、一時的な本システムの使用停止等についての調査、生じた

損害、得べかりし利益等の一切を当社に請求できないものとします。 

6. 当社は、本契約の成立後であっても、当社の取引基準に基づき、事業者が本サービスの

一部または全部を利用することが不適格であると判断した場合には、事業者の本アカ

ウントを一時的に停止または削除することができるものとします。なお、この場合に事

業者に生じた一切の損害について、当社は賠償責任を負わないものとします。 

 

第7条 （事業者によるアカウントの発行） 

事業者は、新たに本アカウントを、以下のいずれかに該当する者に対して、当社の指定する

方法により付与することができます。その場合事業者は、前条と同等の義務を当該本アカウ

ントを付与された者に負わせるものとし、当該本アカウントを付与された者による義務違

反は、事業者の本約款上の義務違反とみなすものとします。 

(1) 事業者が運営する店舗（以下「事業者店舗」といいます。）の運営のために当該事業者

が雇用する従業員、当該事業者が業務委託契約を締結し事業者店舗の運営に従事する



者、および当該事業者の指揮監督下で当該事業者店舗の運営のために働く他者から雇

用されている者 

(2) 事業者の親会社、子会社または関連会社（以下「親会社等」といいます。）が雇用する

従業員、当該親会社等が業務委託契約を締結し業務を委託する者、および当該親会社等

の指揮監督下で働く他者から雇用されている者 

 

第8条 （知的財産権） 

1. 本サービスを通じて当社が提供する文章、画像、映像、音声、プログラムその他のデー

タ等のコンテンツ（以下「本コンテンツ」といいます。）についての一切の権利（所有

権、知的財産権、肖像権、パブリシティー権等を含みますが、これらに限られません。）

は、当社または当該権利を有する第三者に帰属するものとし、事業者は、方法または形

態の如何を問わず、これらを当社に無断で複製、複写、転載、転送、販売、出版その他

本サービスの利用のために必要な範囲を超えて使用してはならないものとします。 

2. 当社は、明示または黙示を問わず、本サービスおよび本コンテンツが、第三者の知的財

産権その他の権利を侵害していないこと等について、保証しません。 

3. 事業者は、事業者が当社に提供した情報その他の事業者に関する情報が、第三者の権利

（知的財産権、肖像権等を含みますが、これらに限られません。）、営業秘密またはプラ

イバシーその他の権利を侵害していないことを保証するものとします。また、事業者は、

事業者が当社に提供した情報その他の事業者に関する情報について著作者人格権を有

する場合でも、当社および当社が指定する第三者に対して、当該著作者人格権を行使し

ないものとします。 

4. 事業者が前項の保証に違反し、または事業者が当社に提供した情報その他の事業者に

関する情報につき第三者から異議またはクレーム等の申立てが発生した場合は、本サ

ービスの利用中はもとより、本サービスの利用終了後に発生したものであっても、事業

者は自己の費用と責任でこれを解決するものとし、当社は何らの責任も負わないもの

とします。 

 

第9条 （事業者情報） 

1. 事業者は、本サービスの利用にあたり、当社が要請する事業者に関する情報を、当社に

対し遅滞なく提供するものとします（以下、事業者が当社に提供した情報を「事業者情

報」といいます。）。なお、事業者が当社の当該要請に従わない場合、または、事業者に

よる事業者情報の提供が遅滞した場合に、事業者および第三者に生じた一切の損害に

ついて、当社は賠償責任を負わないものとします。 

2. 事業者は、事業者情報について変更が生じた場合は、直ちに情報の更新を行い、常に最

新の情報を当社に対して提供するものとします。 

3. 事業者は、事業者情報について誤りまたは虚偽があった場合には、直ちに情報の修正を



行うものとします。なお、事業者情報が誤っていたことによって事業者および第三者に

生じた一切の損害について、当社は賠償責任を負わないものとします。 

 

第10条 （本サービス情報） 

1. 当社は、本サービスに関して事業者の顧客から事業者に送信される申込書の情報その

他の事業者と事業者の顧客との間の通信の内容を、当社に対する問合せの際の事実確

認、事業者による本サービスの利用状況の確認、事業者に対する本サービスの利用状況

にかかるレポートの送付その他の本サービスの運営および改善のために必要な範囲で、

閲覧または利用することができるものとします。なお、本項に規定する閲覧または利用

の期間は、事業者が本サービスの利用を終了した（理由を問いません。）後も継続する

場合があるものとします。 

2. 事業者は、当社との間で当社が提供する物確サポート by SUUMO（以下「物確サポー

ト」といいます。）の利用にかかる契約を締結している場合は、当社が別途定める「物

確サポート by SUUMO 利用約款」その他の物確サポートにかかる契約の規定にかか

わらず、事業者が物確サポートにおいて登録している以下の各号に定める情報を、本サ

ービスに連携することを、予め承諾します。また、事業者は、当社との間で物確サポー

トの利用にかかる契約を将来締結する場合は、本サービス情報のうち以下の各号に定

める情報を、物確サポートと共通で利用することを、予め承諾します。 

(1) 当該事業者のアカウントに関する情報 

(2) 当該事業者の事業者店舗に関する情報 

(3) 当該事業者の物件に関する情報 

(4) 当該事業者の権限設定に関する情報 

3. 事業者は、当社との間で当社が提供する SUUMO 入稿・分析システム（賃貸）（以下

「Snet賃貸」といいます。）の利用にかかる契約を締結している場合は、当社が別途定

める「SUUMO入稿・分析システム（賃貸）利用約款」その他の Snet賃貸にかかる契

約の規定にかかわらず、事業者が Snet賃貸に入稿した物件情報を、本サービスに連携

することを、予め承諾します。 

4. 当社は、事業者の物件に関する情報、本サービスに関連する各種設定情報、並びに事業

者および事業者の顧客による本サービスの利用記録等の本システムに蓄積された情報

（以下「本サービス情報」といいます。）を、何らの制限なく利用（事業者および第三

者への本サービスまたはその他のサービスにかかる提案、本サービスまたはその他の

サービスの改善、市場の調査、新サービスの開発を含みますがこれらに限られません。）

することができるものとします。ただし、本サービス情報のうち、当社が自ら取得した

事業者または事業者の顧客の個人情報（個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報

保護法」といいます。）第２条で定める情報をいい、以下同様とします。）は、当社が事

業者または事業者の顧客にそれぞれ提示するプライバシーポリシーに従い利用するも



のとし、事業者が当社に取扱いを委託した事業者の顧客の個人情報は、第 11条に従い

利用するものとします。 

5. 当社は、本サービス情報から利用主体を識別または特定できないように加工した統計

データ等を作成の上、何らの制限なく利用（事業者および第三者への本サービスまたは

その他のサービスにかかる提案、本サービスまたはその他のサービスの改善、市場の調

査、新サービスの開発を含みますがこれらに限られません。）することができるものと

します。 

 

第11条 （申込情報の取扱い） 

1. 当社は、事業者の顧客が本サービスを通じて事業者に提供する個人情報（個人情報保護

法第２条で定める個人情報をいうものとし、以下「顧客情報」といいます。）につき、

本サービスの運営のために事業者から委託を受けて預かるものとし、本サービスを提

供する目的以外に使用または複製しないものとします。また、当社は、当該顧客情報の

漏洩、盗用、改竄を行わないものとします。なお事業者は、本サービスの仕様上、当社

が委託を受けて預かった顧客情報が、一定期間（詳細な期間は別途当社より通知するも

のとします。）の経過により削除されることを予め承諾するものとし、当該顧客情報の

保存その他の必要な措置は自身の責任で行うものとします。 

2. 当社は、前項にかかわらず、本サービスの提供のために必要な範囲で、顧客情報を集計

および分析して、統計データ等を作成し、当該統計データ等につき個人を特定しない形

で何らの制限なく利用（事業者または第三者への本サービスその他のサービスにかか

る提案、本サービスその他のサービスの改善、市場の調査、新サービスの開発を含みま

すが、これらに限られません。）することができるものとし、事業者はこれを承諾する

ものとします。なお、当社は、再委託先である第三者にも、本条と同等の義務を課した

うえで、当該情報を開示し、同様の方法で利用させることができるものとします。 

3. 当社は、個人情報保護法その他関係法令等の定めるところに従い、顧客情報を適切に管

理するものとし、顧客情報の漏洩、滅失、毀損の防止その他の完全管理のため、必要か

つ適切な措置を行うものとします。なお、当社は、本項により、顧客情報が滅失もしく

は毀損されないこと、または、バックアップにより保存されることを保証するものでは

なく、事業者が当社に提供した情報の滅失または毀損により、事業者または第三者に生

じた損害につき、当社は一切責任を負わないものとします。 

4. 当社は、顧客情報を取り扱う従業者等（直接当社の雇用する者のみならず、顧客情報を

取り扱う業務に従事する役員、派遣社員等を含めたあらゆる従業員を含みます。）に対

して、本約款に規定された義務を、責任をもって遵守させるものとします。 

5. 当社が本条に違反したことにより、顧客情報の漏洩等の事故が発生した場合、当社は速

やかにその旨を事業者に通知するものとし、事業者の被害の拡大を防止する措置を講

じるものとします。 



6. 当社は、本契約が終了した場合、速やかに顧客情報を削除するものとします。また、当

社は、顧客情報を記録するハードウェアを更改・撤去する際は、同様に、当該顧客情報

を削除するものとします。 

7. 事業者は、本サービスの利用に際して、個人情報保護法その他関係法令の定めるところ

に従い、顧客情報を適切に取得および管理するものとします。事業者が管理する顧客情

報の取扱いについて、事業者および第三者の間でトラブルが発生した場合、事業者は自

己の費用と責任で対応するものとします。 

8. 当社は、別途事業者との間で合意した範囲で、事業者から顧客情報を含むデータを預か

り、本サービスを提供する目的のために、当該データを分析することができるものとし

ます。当該データに顧客情報が含まれる場合、当社は、当該顧客情報の取扱いについて

事業者から個人情報保護法に定める委託を受けたものとして、当該顧客情報を取り扱

うものとします。なお、事業者から提供された顧客情報を、本サービスの提供のために

統計化することについても、当該委託業務に含まれるものとします。 

 

第12条 （利用者の義務と責任） 

1. 事業者は、事業者の顧客に対し、事業者の責任において事業者のサービスを提供するも

のとし、事業者のサービス提供に伴って発生する問題について当社は一切関与しない

ものとします。 

2. 事業者は、事業者の顧客からの苦情等を受けた場合には、当該苦情等につき誠実に対応

するものとします。なお、当社を通じて事業者の顧客の苦情等の報告を受けた場合も同

様とします。事業者および事業者の顧客間で生じた一切の紛争について、事業者は、自

己の費用と責任において当該紛争を解決し、当社に一切の損害を及ぼさないものとし

ます。万一、当社が当該紛争に関連して損害賠償等の支払を余儀なくされた場合には、

事業者は、当社に対し、その全額を支払うとともに、その解決のために要した弁護士費

用その他一切の諸経費を支払わなければならないものとします。 

3. 事業者は、事業者情報および本サービス情報が正確かつ最新であることおよび第三者

の権利を侵害していないことを保証し、当社が第三者から事業者情報および本サービ

ス情報の使用に関して権利侵害等の主張を受け紛争に巻き込まれた場合、事業者は、事

業者の費用と責任において当該紛争を解決し、当社に一切の損害を及ぼさないものと

します。万が一、当社が当該第三者に対して損害賠償等の支払を余儀なくされた場合に

は、事業者は、当社に対し、その全額を支払うとともに、その解決のために要した弁護

士費用その他一切の諸経費を支払わなければならないものとします。 

4. 事業者は、本サービスの仕様上、管理会社用ウェブページ上の権限設定が１か月に１度

（詳細な時期は別途当社より通知するものとします。）更新され、事業者が実施した権

限設定が削除される可能性があることを確認し、事業者が再度権限設定の実施を希望

する場合には、当該更新終了後に自身の責任で設定するものとします。 



 

第13条 （禁止事項） 

事業者は、以下の各行為をしてはならず、また事業者の顧客に対しても以下の各行為をさせ

ないものとします。なお、事業者の顧客の義務違反は、事業者の義務違反とみなします。 

(1) 権利侵害に関する禁止事項 

① 当社または第三者の著作権や商標権その他の知的財産権または財産的利益を侵害

するおそれのある行為をし、または侵害すること 

② プライバシー権や肖像権その他の人格的権利を侵害するおそれのある行為をし、

または侵害すること 

③ 他者を不当に差別もしくは誹謗中傷し、他者への不当な差別を助長し、またはその

名誉もしくは信用を毀損する、またはそのおそれのある行為をすること 

④ 無断で他者に広告、宣伝もしくは勧誘の連絡をすること、または社会通念上他者に

嫌悪感を抱かせる、もしくはそのおそれのある連絡をすること 

⑤ 他者になりすまして本サービスを利用すること 

(2) 通信内容に関する禁止事項 

① わいせつ、児童ポルノもしくは児童虐待に相当する内容を送信する行為、またはこ

れらを収録した媒体を販売する行為、またはその送信、販売を想起させる宣伝をす

ること 

② 詐欺、規制薬物の濫用、児童売買春、預貯金口座および携帯電話の違法な売買等の

犯罪に結びつく、または結びつくおそれの高い通信をすること 

③ 暴行その他の残虐な情報の伝達をすること 

④ 人の自傷他害行為を誘引または勧誘すること 

⑤ 個人番号、保険者番号または被保険者等記号・番号等（以下総称して「個人番号等」

といいます。）の提供を求めること。なお、万一本号に違反して、事業者の顧客が

事業者に対して個人番号等を送信した場合は、事業者は、自らの責任で当該個人番

号等を管理するものとし、当社は当該管理について一切の責任を負わないものと

します。 

(3) 違法な行為等に関する禁止事項 

① 無限連鎖講を開設し、またはこれを勧誘すること 

② 違法行為を直接的かつ明示的に請け負い、仲介しまたは誘引すること 

③ 違法な賭博もしくはギャンブルを行わせ、またはその参加を勧誘すること 

④ 日本、米国その他の国における輸出管理および経済制裁に関する法令等に違反し

て本サービスを使用すること 

⑤ 前各号のほか、法律、条令その他の諸法令、諸規則または公序良俗に反すること 

(4) 技術的な理由による禁止事項 

① 本サービスに対して改変、変更、改修、リバースエンジニアリング、分解、デコン



パイル等をすること、または本サービスから得られるソースコードやソフトウェ

ア等を当社の書面による承諾なしに無断で使用すること 

② 当社または第三者のネットワークおよびサーバー等に悪影響を与える一切のプロ

グラムを使用すること 

③ 当社または第三者のネットワークおよびサーバー等に不正にアクセスし、または

蓄積された情報を不正に書き換え、もしくは消去すること 

④ ウイルス等の有害なプログラム等を送信すること 

⑤ 当社または第三者のネットワークおよびサーバー等に必要以上の負荷をかけるこ

と 

⑥ 本サービスを利用して第三者のメールアドレスや電話番号等の情報を不当に収集

すること 

(5) その他の禁止事項 

① いたずらまたはスパム等、本サービスを利用して第三者に迷惑をかけた、またはか

けるおそれがあると当社が判断する行為をすること 

② 当社が定める基準を満たさず本サービスを利用すること 

③ 本サービスの円滑な提供に必要であると判断してなされた当社の指示に従わない

こと 

④ 上記に掲げるほか、当社が不適当と判断する行為をすること 

⑤ 当社の提供するサービスと競合する他社のサービスにかかる URL および広告等、

当社の利益を棄損する可能性のある内容を本サービスに登録すること 

 

第14条 （通知義務） 

1. 事業者は、事業者の顧客について不正行為を察知した場合またはその他嫌疑が発生し

た場合には、速やかに当社に対して通知するものとします。 

2. 事業者は、本契約および本利用約款に定めるほか、次の各号のいずれかに該当する事実

が生じる場合、事前に当社に通知しなければならないものとします。 

(1) 本利用約款に違反したとき、またはその恐れがあるとき 

(2) 商号、代表者、本店、重要な組織、その他申込に際して当社に申し出た内容に変更

が生じたとき 

 

第15条 （機密保持義務） 

1. 当社は、本サービスを利用するに当たり、事業者が当社に機密である旨を書面にて明示

した上で開示した情報（以下「機密情報」といいます。）を厳重かつ適正に取り扱うも

のとし、本サービス提供の目的以外で使用しないものとします。ただし、当社は、事業

者の個社を特定できない形式による統計データ等を作成し、当該統計データ等につき

何らの制限なく利用することができるものとします。 



2. 次の各号の一に該当する情報は、前項の機密情報に含まれないものとします。 

(1) 事業者から開示された時点で当社が既に保持していた情報 

(2) 事業者から開示された時点で既に公知であった情報 

(3) 事業者からの開示後、当社の責によらず公知となった情報 

(4) 第三者から機密保持義務を負うことなく合法的に入手した情報 

(5) 事業者から開示された情報によることなく、独自に開発した情報 

3. 当社は、本サービスを提供するために業務上必要な範囲内で、第三者に対し、機密情報

を取り扱う業務の全部または一部を委託することができるものとします。ただし、その

場合、当社は、本条における当社の義務と同等の義務を委託先にも負わせるものとしま

す。 

4. 事業者は、本サービスを通じて提供を受けた各種分析結果その他本サービスの利用を

通じて知りうる当社の一般に公開していない情報（本サービスに関する情報、仕組み、

ノウハウ、プログラムソース等を含みますが、これらに限られません。）の一切を第三

者へ開示、漏洩してはならないものとします。 

 

第16条 （サービスの一時停止等） 

1. 次の各号の一に該当する場合、当社は、事業者への事前の通知や承諾なしに、本サービ

スの提供を停止または廃止することができるものとし、事業者は予めこれを承諾する

ものとします。 

(1) 本システムについて、定期的または緊急に、保守、点検、仕様の変更または停止等

を行う場合 

(2) 本サービスの提供に必要な第三者のサービスが、保守、点検、仕様の変更または停

止等を行う場合 

(3) 天災地変、電力・通信サービス等社会的インフラの停止その他の非常事態が発生し、

もしくは発生するおそれがあり、または法令等の改正・成立により、本サービスの

運営が困難または不可能になった場合 

(4) 第三者からの不正アクセス、コンピューターウィルスの感染等により、本サービス

の提供が困難または不能であると当社が判断した場合 

(5) 前各号のほか当社がやむを得ない事由により本サービスの停止または廃止が必要

と判断した場合 

2. 当社は、前項に基づく本サービスの提供停止または廃止により事業者に生じた損害に

つき、何らの責任も負わないものとします。なお、当該停止または廃止があった場合で

も事業者は本サービスにかかる利用料が存在する場合、その支払い義務を負うものと

し、事業者が既に利用料を当社に支払っている場合にも、当社は事業者に対し、当該利

用料の返還義務を負わないことを予め承諾するものとします。 

 



第17条 （システム環境の変更） 

1. インターネットブラウザのバージョンアップ等、本サービスを取り巻くシステム環境

の変化に伴い、当社が本システムを変更した場合、当該変更に伴い、事業者は、自己の

費用と責任において、事業者側のシステムの変更を行うものとします。なお、当該シス

テムの変更に伴い事業者に生じた一切の損害（システム変更のために本サービスの全

部または一部を利用できなかったことによる損害を含みますが、これらに限られませ

ん。）について、当社は賠償責任を負わないものとします。 

2. 事業者が前項のシステムの変更を行わず、かつ当社が提案する代替手段を実行しなか

ったことにより、本サービスを利用できなくなった場合、本契約は直ちに終了するもの

とします。ただし、この場合でも、事業者は、利用料の支払義務を免れないものとしま

す。 

 

第18条 （免責） 

1. 当社は、本サービスの全部または一部を、事業者への予告なく改訂、追加、変更するこ

とができ、これに起因して事業者に損害が発生した場合であっても、当社は、賠償責任

を負わないものとします。 

2. 当社は、事業者に対して、本サービスの提供において、不具合、エラーや障害が生じな

いこと、また、本サービスに関連して送信される電子メール、ウェブコンテンツ等に、

コンピューターウィルス等の有害なものが含まれていないことを保証しません。 

3. 当社は、事業者に対して、本サービスを利用することによる効果、有用性、適合性、完

全性、正確性等について一切の保証をしないものとします。なお、事業者は、当社が事

業者に対して提供する営業資料等において本サービスを利用することによる効果、有

用性、適合性、完全性、正確性等に関する記述をした場合でも、当該記述は当社の予測

を述べた記述であり、事業者が本サービスを利用することによる効果、有用性、適合性、

完全性、正確性等を何ら保証するものではないことを確認します。 

4. 事業者は、通信環境その他の事情により本サービスの全部または一部を利用できない

場合があることを予め承諾の上、本サービスを利用するものとします。当社は、アクセ

ス過多、その他予期せぬ要因に基づく本サービスの表示速度の低下や障害等に起因し

て発生したいかなる損害についても、賠償責任を負いません。 

5. 当社は、事業者が使用する端末、機器、設備またはソフトウェア等（本サービスの利用

に必要な端末、プリンター等の機器等を含み、以下「利用機器等」といいます。）が本

サービスの利用に適さない場合であっても、本サービスの変更、改変等を行う義務を負

わないものとします。なお、本サービスを利用するにあたっては、当社が別途提示する

利用可能条件に適合した利用機器等の準備、設定が必要です。また、当社は、事業者へ

の通知または事業者による承諾なしに、いつでも、本システムについて、バージョンア



ップその他の変更・修正を行うことができるものとし、これにより事業者に発生した損

害について、当社は一切責任を負いません。 

6. 当社は、通常講ずるべきウィルス対策では防止できないウィルス被害、天変地異による

被害、電力・通信サービス等社会インフラの停止その他当社の責めによらない事由によ

り事業者に生じた損害について、一切責任を負いません。 

7. 当社は、本サービスの利用または利用不能に関し、事業者と第三者との間に生じた一切

のクレーム、トラブル、紛争等について、何らの責任も負わないものとします。事業者

は当該クレーム、トラブル、紛争等について事業者の費用と責任で対応するとともにそ

の経過を当社の求めに応じて適時報告するものとし、当社に一切の迷惑をかけないも

のとします。万一、当社が当該第三者に対して損害賠償等の支払を余儀なくされた場合

には、事業者は、当社に対し、その全額を支払うとともに、その解決のために要した弁

護士費用その他一切の損害を支払わなければならないものとします。 

8. 当社は、本サービスの利用に関連して事業者に発生した損害につき、当社の故意または

重大な過失による損害であることが明白な場合を除き、一切の責任を負わないものと

します。なお、当社が責任を負う場合であっても、かかる責任は、事業者に通常かつ直

接生じた損害の範囲に限られ、かつ、事業者が本契約に基づき過去 1か月間（当該損害

発生時を起算点とします。）において当社に支払済みの利用料の合計額を上限とします。 

 

第19条 （損害賠償） 

1. 事業者が本約款に定める義務に違反し、当社に損害が発生した場合、事業者は、当社に

対し、当該損害の全額を支払うとともに、その解決のために要した弁護士費用その他一

切の諸経費を支払わなければならないものとします。 

2. 事業者による本サービスの利用に関して、当社と第三者との間で紛争等が生じた場合、

事業者は、自己の費用と責任において当該紛争を解決し、当社に一切の損害を及ぼさな

いものとします。万一、当社が当該第三者に対して損害賠償等の支払を余儀なくされた

場合には、事業者は、当社に対し、その全額を支払うとともに、その解決のために要し

た弁護士費用その他一切の諸経費を支払わなければならないものとします。なお、当社

が当該紛争にかかる情報の提供を要請した場合、事業者は遅滞なく、当該情報を当社に

提供するものとします。 

 

第20条 （反社会的勢力の排除） 

1. 事業者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、

暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴

力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」といいます。）に該

当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわた

っても該当しないことを確約するものとします。 



(1) 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

(2) 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

(3) 自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的を

もってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有するこ

と 

(4) 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること 

(5) 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有すること 

2. 事業者は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一に該当する行為を行わないこと

を確約するものとします。 

(1) 暴力的な要求行為 

(2) 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

(3) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(4) 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて相手方の信用を毀損し、または相手

方の業務を妨害する行為 

(5) その他前各号に準ずる行為 

 

第21条 （解除） 

1. 当社は、事業者が次の各号の一に該当するときは、事業者に対し通知を行うことにより、

即時に本契約を解除し、または、本サービスの提供を一定期間停止することができます。 

(1) 本約款の規定に違反したとき 

(2) 当社の信用を傷つけたとき 

(3) 差押え、仮差押え、仮処分もしくは公租公課の滞納処分を受け、または破産、民事

再生、特別清算もしくは会社更生を自ら申立て、もしくはその申立てを受けたとき 

(4) 手形もしくは小切手の不渡処分を受け、または支払停止もしくは支払不能となっ

たとき 

(5) 営業の全部または重要な一部を第三者に譲渡したとき 

(6) 合併その他の事由により経営環境に大きな変化が生じたとき 

(7) 信用に不安が生じたとき 

(8) 営業を廃止したとき、または清算に入ったとき 

(9) 当社に不利益をもたらしたとき、または不利益をもたらすおそれのある行為をし

たとき 

(10) 第三者からの苦情または事業者に起因するトラブルその他の事由から、事業者に

よる本サービスの利用が、当社または本サービスの信用等に影響を及ぼす可能性

があると当社が判断したとき 



(11) 前条の表明保証に反したとき 

(12) 当社の取引基準に照らして不適格であると当社が判断したとき 

(13) その他本約款に定める事項を遂行できる見込みがなくなったと当社が判断したと

き 

2. 前項に定めるほか、当社および事業者は、理由の如何を問わず、当社の指定する方法に

より前々月の末日までに相手方に通知することにより、相手方が通知を受けた日の属

する月の翌々月から本契約を解除することができるものとします。なお、疑義を避ける

ために付言すると、事業者は、本契約が成立した月は解除できないものとします。 

3. 本条第 1項の規定により本契約を解除された場合、事業者は、期限の利益を喪失し、直

ちに当社に対する一切の債務を弁済するものとします。 

 

第22条 （担保の提供） 

事業者は、当社から合理的な理由に基づく請求があった場合には、当社の承認する担保（保

証を含みます。）を、自ら提供し、または第三者をして提供させるものとします。 

 

第23条 （譲渡禁止） 

事業者は、本契約上の地位および本契約に基づく一切の権利義務を、当社の事前の書面によ

る承諾なく、第三者に譲渡もしくは貸与し、または担保に供してはならないものとします。 

 

第24条 （準拠法・裁判管轄） 

1. 本約款および本契約は日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとします。 

2. 本約款および本契約に関して生じる一切の紛争の第一審の専属的合意管轄裁判所は、

東京地方裁判所または東京簡易裁判所とします。 

 

第25条 （約款の変更） 

1. 当社は、事前に事業者に通知することなく、本約款の内容変更を行うことができるもの

とし、変更後の本約款は当該変更条件の適用開始日に当該変更条件のとおりに当然に

変更されるものとします。 

2. 当社は、本約款について重要な変更を行う場合には、変更内容・条件等（以下「変更条

件」といいます。）の適用開始日の 14日以上前に、事業者に変更条件を告知するものと

します。 

3. 事業者は、変更条件を承諾しない場合には、当該変更条件の告知日より 14日以内に書

面にて当社にその旨を通知しなければならないものとします。 

4. 当社が前項の通知を受領した場合は、本条第 1 項の規定にかかわらず、当該変更条件

の適用開始日の前日をもって本契約は終了するものとします。ただし、この場合におい

ても、事業者は、利用料の支払義務を免れないものとします。 



 

第26条 （契約期間） 

本契約の有効期間は、本契約の成立日から１年間とします。ただし、本契約期間満了日の１

か月前までに、当社または事業者のいずれからも別段の意思表示がない場合は、さらに同一

条件で１年間延長されるものとし、以後も同様とします。 

 

第27条 （本約款の有効性） 

1. 本約款に定めるいずれかの条項が管轄権のある裁判所により無効である旨判断された

場合には、かかる条項は、法律が許容する限りで、本来の条項の趣旨を最大限実現する

ように変更または解釈されるものとし、また、本約款のその他の条項の効力には何らの

影響を与えないものとします。 

2. 本約款の規定の一部がある事業者との関係で無効とされ、または取り消された場合で

も、本約款はその他の事業者との関係では有効とします。 

 

第 28条（存続条項） 

本契約終了後も、第 4条（利用料）、第 5条（再委託）、第 8条（知的財産権）、第 10条（本

サービス情報）第 1項、第 4項および第 5項、第 15条（機密保持義務）、第 16条（サービ

スの一時停止等）第 2項、第 17条（システム環境の変更）、第 18条（免責）、第 19条（損

害賠償）、第 21条（解除）第 3項、第 23条（譲渡禁止）、第 24条（準拠法・裁判管轄）、

第 25条（約款の変更）第 4項ならびに本条の規定は有効に存続するものとします。 

 

附則 

2021年 11月 24日 制定・適用 

  



申込サポート by SUUMO仲介会社様専用サイト利用約款 

 

第1条 （約款の適用） 

1. 申込サポート by SUUMO 仲介会社様専用サイト利用約款（以下「本約款」といいま

す。）は、株式会社リクルート（以下「当社」といいます。）が提供する「申込サポート 

by SUUMO」と題するサービス（以下「本サービス」といい、詳細は第 2条で定義す

るものとします。）の利用条件を定めるものです。本約款は、当社との間で本サービス

の利用に係る契約（以下「本契約」といいます。）の締結を希望する事業者または締結

した事業者（以下「事業者」といいます。）のうち、「申込サポート by SUUMO仲介会

社様専用サイト」を利用する事業者に対して適用されるものとします。 

2. 当社所定の申込書、別途当社が事業者に提示する参画基準、諸規定、注意事項、運用ル

ール、サービスポリシー等も、本約款の一部を構成するものとします。なお、本約款と

参画基準その他の諸規定が矛盾抵触する場合には、本約款が優先するものとし、その他

の部分については、本約款と参画基準およびその他の諸規定が同時に適用されるもの

とします。 

3. 当社は、本約款に基づき事業者に本サービスを提供するものとし、事業者は、本約款に

定める義務を誠実に履行するものとします。 

 

第2条 （定義） 

1. 本サービスとは、当社が「申込サポート by SUUMO」の名称で事業者に提供する、以

下の各号に定めるサービスの総称をいうものとします。 

(1) 不動産賃貸物件にかかる入居申込みに関連する業務をWeb上で実施できるように

するサービス 

(2) 不動産賃貸物件にかかる入居申込み状況についての、当社による内容の分析およ

び当該分析結果に基づくデータの作成（統計データを含みますが、これに限られな

いものとします。） 

(3) 前号に定める分析結果およびデータに基づく、当社による事業者に対する本サー

ビスその他のサービスにかかる提案の実施 

(4) 第 1 号に定めるサービスの利用状況モニタリング等、当該サービスの利用促進の

ためのサポートの実施 

(5) 管理会社用ウェブページ（本サービス上に掲載される賃貸物件を管理する事業者

（以下「管理事業者」といいます。）が、自社の管理する物件の申込情報、空室情

報その他の物件に関する情報を登録できるインターネット上のウェブページをい

います。）に登録および管理されている物件に関する情報、当該物件にかかる申込

書情報および関連する情報を閲覧できるウェブページ（以下「仲介会社用ウェブペ

ージ」といいます。）の提供および当該物件情報にかかる物件に対する申込書（以



下「物件申込書」といいます。）をダウンロードできるサービスの提供 

(6) 本サービスの改善 

(7) その他前各号に付随するサービス 

2. 「本システム」とは、当社が本サービスの提供のために使用するシステムをいいます。 

3. 「事業者の顧客」とは、本サービスを利用する事業者の取引先等の顧客をいいます。 

4. 「本アカウント」とは、当社が発行する、本サービスの利用に必要な IDおよびパスワ

ード等の事業者専用の ID等をいいます。 

 

第3条 （本契約の成立等） 

1. 事業者は、本サービスの利用申込みを行う場合は、本約款および本サービスの仕組みを

承諾したうえで、当社所定の方法に従い申し込むものとします。 

2. 当社は、事業者による本サービスの利用申込みまたは本サービスの利用をもって、本約

款に同意したものとみなし、本約款は、事業者に対して適用されるものとします。 

3. 事業者は、事業者の従業員に対して、事業者が本約款に基づき負う義務と同等の義務を

負わせるものとし、事業者の従業員が本約款に則り適法かつ適切に本サービスを利用

するよう、指導および監督を行うものとします。なお、当社は、事業者の従業員による

当該義務違反は、事業者の本約款上の義務違反とみなすものとします。 

4. 本契約は、次の各号の要件が全て満たされたときに、当社と事業者の間に成立するもの

とします。 

(4) 本条第 1項に従い、事業者による本サービスの利用申込みがなされること 

(5) 当社が当社の取引基準に基づく審査を行い、適格と判断すること 

(6) 当社による承諾の意思表示が事業者に到達すること 

 

第4条 （再委託） 

1. 当社は、事業者の承諾を得ることなく、本約款に定める当社の業務の全部または一部を

第三者に再委託することができるものとします。 

2. 委託先が事業者に対して行った本契約に関する意思表示および事実行為は、当社が行

ったものとみなします。 

3. 事業者が本契約に関して委託先に行った意思表示および事実行為は、すべて当社に対

して行われたものとみなします。 

 

第5条 （アカウントの管理） 

1. 当社は、本契約が成立した場合には、事業者に対し、本アカウントを発行するものとし

ます。事業者は、個人情報保護およびセキュリティ保持の必要上、本アカウントについ

て厳重な管理義務を負うものであり、第三者に本アカウントを譲渡、貸与または開示等

してはならないものとします。ただし、事業者が事務処理の必要性等から、本アカウン



トを自己の業務委託先に使用させる場合には、本条項と同等の義務を当該業務委託先

に負わせるものとし、当該業務委託先による義務違反は、事業者の本約款上の義務違反

とみなすものとします。 

2. 当社または事業者の都合により本アカウントを再発行する場合には、当社は、情報セキ

ュリティの観点から事業者に当社所定の認証を行うことができるものとします。なお、

事業者は、本アカウントの再発行に一定の時間を要し、当社が即時の再発行には応じら

れないことを予め承諾します。 

3. 当社は、本アカウントが、本サービスの利用以外の目的での利用その他の不正に利用さ

れているまたはその疑いがあると判断した場合、当該本アカウントを一時的に停止お

よび／または変更することができるものとします。この場合に事業者に生じた一切の

損害について、当社は賠償責任を負わないものとします。なお、本規定は当社の権利を

定めるものであり義務を定めるものではありません。 

4. 当社は、本契約の成立後であっても、当社の取引基準に基づき、事業者が本サービスの

一部または全部を利用することが不適格であると判断した場合には、事業者の本アカ

ウントを一時的に停止または削除することができるものとします。なお、この場合に事

業者に生じた一切の損害について、当社は賠償責任を負わないものとします。 

 

第6条 （知的財産権） 

1. 本サービスを通じて当社が提供する文章、画像、映像、音声、プログラムその他のデー

タ等のコンテンツ（以下「本コンテンツ」といいます。）についての一切の権利（所有

権、知的財産権、肖像権、パブリシティー権等を含みますが、これらに限られません。）

は、当社または当該権利を有する第三者に帰属するものとし、事業者は、方法または形

態の如何を問わず、これらを当社に無断で複製、複写、転載、転送、販売、出版その他

本サービスの利用のために必要な範囲を超えて使用してはならないものとします。 

2. 当社は、明示または黙示を問わず、本サービスおよび本コンテンツが、第三者の知的財

産権その他の権利を侵害していないこと等について、保証しません。 

3. 事業者は、事業者が当社に提供した情報その他の事業者に関する情報が、第三者の権利

（知的財産権、肖像権等を含みますが、これらに限られません。）、営業秘密またはプラ

イバシーその他の権利を侵害していないことを保証するものとします。また、事業者は、

事業者が当社に提供した情報その他の事業者に関する情報について著作者人格権を有

する場合でも、当社および当社が指定する第三者に対して、当該著作者人格権を行使し

ないものとします。 

4. 事業者が前項の保証に違反し、または事業者が当社に提供した情報その他の事業者に

関する情報につき第三者から異議またはクレーム等の申立てが発生した場合は、本サ

ービスの利用中はもとより、本サービスの利用終了後に発生したものであっても、事業

者は自己の費用と責任でこれを解決するものとし、当社は何らの責任も負わないもの



とします。 

 

第7条 （事業者情報） 

1. 事業者は、本サービスの利用にあたり、当社が要請する事業者に関する情報を、当社に

対し遅滞なく提供するものとします（以下、事業者が当社に提供した情報を「事業者情

報」といいます。）。なお、事業者が当社の当該要請に従わない場合、または、事業者に

よる事業者情報の提供が遅滞した場合に、事業者および第三者に生じた一切の損害に

ついて、当社は賠償責任を負わないものとします。 

2. 事業者は、事業者情報について変更が生じた場合は、直ちに情報の更新を行い、常に最

新の情報を当社に対して提供するものとします。 

3. 事業者は、事業者情報について誤りまたは虚偽があった場合には、直ちに情報の修正を

行うものとします。なお、事業者情報が誤っていたことによって事業者および第三者に

生じた一切の損害について、当社は賠償責任を負わないものとします。 

 

第8条 （本サービス情報） 

1. 当社は、本サービスに関して事業者の顧客から事業者に送信される申込書の情報その

他の事業者と事業者の顧客との間の通信の内容を、当社に対する問合せの際の事実確

認、事業者による本サービスの利用状況の確認、事業者に対する本サービスの利用状況

にかかるレポートの送付その他の本サービスの運営および改善のために必要な範囲で、

閲覧または利用することができるものとします。なお、本項に規定する閲覧または利用

の期間は、事業者が本サービスの利用を終了した（理由を問いません。）後も継続する

場合があるものとします。 

2. 当社は、事業者の物件に関する情報、本サービスに関連する各種設定情報、並びに事業

者および事業者の顧客による本サービスの利用記録等の本システムに蓄積された情報

（以下「本サービス情報」といいます。）を、何らの制限なく利用（事業者および第三

者への本サービスまたはその他のサービスにかかる提案、本サービスまたはその他の

サービスの改善、市場の調査、新サービスの開発を含みますがこれらに限られません。）

することができるものとします。ただし、本サービス情報のうち、当社が自ら取得した

事業者または事業者の顧客の個人情報（個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報

保護法」といいます。）第２条で定める情報をいい、以下同様とします。）は、当社が事

業者または事業者の顧客にそれぞれ提示するプライバシーポリシーに従い利用するも

のとし、事業者が当社に取扱いを委託した事業者の顧客の個人情報は、第 9 条に従い

利用するものとします。 

3. 当社は、本サービス情報から利用主体を識別または特定できないように加工した統計

データ等を作成の上、何らの制限なく利用（事業者および第三者への本サービスまたは

その他のサービスにかかる提案、本サービスまたはその他のサービスの改善、市場の調



査、新サービスの開発を含みますがこれらに限られません。）することができるものと

します。 

 

第9条 （申込情報の取扱い） 

1. 当社は、事業者の顧客が本サービスを通じて事業者に提供する個人情報（個人情報保護

法第２条で定める個人情報をいうものとし、以下「顧客情報」といいます。）につき、

本サービスの運営のために事業者から委託を受けて預かるものとし、本サービスを提

供する目的以外に使用または複製しないものとします。また、当社は、当該顧客情報の

漏洩、盗用、改竄を行わないものとします。なお事業者は、本サービスの仕様上、当社

が委託を受けて預かった顧客情報が、一定期間（詳細な期間は別途当社より通知するも

のとします。）の経過により削除されることを予め承諾するものとし、当該顧客情報の

保存その他の必要な措置は自身の責任で行うものとします。 

2. 当社は、前項にかかわらず、本サービスの提供のために必要な範囲で、顧客情報を集計

および分析して、統計データ等を作成し、当該統計データ等につき個人を特定しない形

で何らの制限なく利用（事業者または第三者への本サービスその他のサービスにかか

る提案、本サービスその他のサービスの改善、市場の調査、新サービスの開発を含みま

すが、これらに限られません。）することができるものとし、事業者はこれを承諾する

ものとします。なお、当社は、再委託先である第三者にも、本条と同等の義務を課した

うえで、当該情報を開示し、同様の方法で利用させることができるものとします。 

3. 当社は、個人情報保護法その他関係法令等の定めるところに従い、顧客情報を適切に管

理するものとし、顧客情報の漏洩、滅失、毀損の防止その他の完全管理のため、必要か

つ適切な措置を行うものとします。なお、当社は、本項により、顧客情報が滅失もしく

は毀損されないこと、または、バックアップにより保存されることを保証するものでは

なく、事業者が当社に提供した情報の滅失または毀損により、事業者または第三者に生

じた損害につき、当社は一切責任を負わないものとします。 

4. 当社は、顧客情報を取り扱う従業者等（直接当社の雇用する者のみならず、顧客情報を

取り扱う業務に従事する役員、派遣社員等を含めたあらゆる従業員を含みます。）に対

して、本約款に規定された義務を、責任をもって遵守させるものとします。 

5. 当社が本条に違反したことにより、顧客情報の漏洩等の事故が発生した場合、当社は速

やかにその旨を事業者に通知するものとし、事業者の被害の拡大を防止する措置を講

じるものとします。 

6. 当社は、本契約が終了した場合、速やかに顧客情報を削除するものとします。また、当

社は、顧客情報を記録するハードウェアを更改・撤去する際は、同様に、当該顧客情報

を削除するものとします。 

7. 事業者は、本サービスの利用に際して、個人情報保護法その他関係法令の定めるところ

に従い、顧客情報を適切に取得および管理するものとします。事業者が管理する顧客情



報の取扱いについて、事業者および第三者の間でトラブルが発生した場合、事業者は自

己の費用と責任で対応するものとします。 

8. 当社は、別途事業者との間で合意した範囲で、事業者から顧客情報を含むデータを預か

り、本サービスを提供する目的のために、当該データを分析することができるものとし

ます。当該データに顧客情報が含まれる場合、当社は、当該顧客情報の取扱いについて

事業者から個人情報保護法に定める委託を受けたものとして、当該顧客情報を取り扱

うものとします。なお、事業者から提供された顧客情報を、本サービスの提供のために

統計化することについても、当該委託業務に含まれるものとします。 

 

第10条 （禁止事項） 

事業者は、以下の各行為をしてはならず、また事業者の顧客に対しても以下の各行為をさせ

ないものとします。なお、事業者の顧客の義務違反は、事業者の義務違反とみなします。 

(1) 権利侵害に関する禁止事項 

① 当社または第三者の著作権や商標権その他の知的財産権または財産的利益を侵害

するおそれのある行為をし、または侵害すること 

② プライバシー権や肖像権その他の人格的権利を侵害するおそれのある行為をし、

または侵害すること 

③ 他者を不当に差別もしくは誹謗中傷し、他者への不当な差別を助長し、またはその

名誉もしくは信用を毀損する、またはそのおそれのある行為をすること 

④ 無断で他者に広告、宣伝もしくは勧誘の連絡をすること、または社会通念上他者に

嫌悪感を抱かせる、もしくはそのおそれのある連絡をすること 

⑤ 他者になりすまして本サービスを利用すること 

(2) 通信内容に関する禁止事項 

① わいせつ、児童ポルノもしくは児童虐待に相当する内容を送信する行為、またはこ

れらを収録した媒体を販売する行為、またはその送信、販売を想起させる宣伝をす

ること 

② 詐欺、規制薬物の濫用、児童売買春、預貯金口座および携帯電話の違法な売買等の

犯罪に結びつく、または結びつくおそれの高い通信をすること 

③ 暴行その他の残虐な情報の伝達をすること 

④ 人の自傷他害行為を誘引または勧誘すること 

⑤ 個人番号、保険者番号または被保険者等記号・番号等（以下総称して「個人番号等」

といいます。）の提供を求めること。なお、万一本号に違反して、事業者の顧客が

事業者に対して個人番号等を送信した場合は、事業者は、自らの責任で当該個人番

号等を管理するものとし、当社は当該管理について一切の責任を負わないものと

します。 

(3) 違法な行為等に関する禁止事項 



① 無限連鎖講を開設し、またはこれを勧誘すること 

② 違法行為を直接的かつ明示的に請け負い、仲介しまたは誘引すること 

③ 違法な賭博もしくはギャンブルを行わせ、またはその参加を勧誘すること 

④ 日本、米国その他の国における輸出管理および経済制裁に関する法令等に違反し

て本サービスを使用すること 

⑤ 前各号のほか、法律、条令その他の諸法令、諸規則または公序良俗に反すること 

(4) 技術的な理由による禁止事項 

① 本サービスに対して改変、変更、改修、リバースエンジニアリング、分解、デコン

パイル等をすること、または本サービスから得られるソースコードやソフトウェ

ア等を当社の書面による承諾なしに無断で使用すること 

② 当社または第三者のネットワークおよびサーバー等に悪影響を与える一切のプロ

グラムを使用すること 

③ 当社または第三者のネットワークおよびサーバー等に不正にアクセスし、または

蓄積された情報を不正に書き換え、もしくは消去すること 

④ ウイルス等の有害なプログラム等を送信すること 

⑤ 当社または第三者のネットワークおよびサーバー等に必要以上の負荷をかけるこ

と 

⑥ 本サービスを利用して第三者のメールアドレスや電話番号等の情報を不当に収集

すること 

(5) その他の禁止事項 

① いたずらまたはスパム等、本サービスを利用して第三者に迷惑をかけた、またはか

けるおそれがあると当社が判断する行為をすること 

② 当社が定める基準を満たさず本サービスを利用すること 

③ 本サービスの円滑な提供に必要であると判断してなされた当社の指示に従わない

こと 

④ 上記に掲げるほか、当社が不適当と判断する行為をすること 

⑤ 当社の提供するサービスと競合する他社のサービスにかかる URL および広告等、

当社の利益を棄損する可能性のある内容を本サービスに登録すること 

 

第11条 （通知義務） 

1. 事業者は、事業者の顧客について不正行為を察知した場合またはその他嫌疑が発生し

た場合には、速やかに当社に対して通知するものとします。 

2. 事業者は、本契約および本利用約款に定めるほか、次の各号のいずれかに該当する事実

が生じる場合、事前に当社に通知しなければならないものとします。 

(3) 本利用約款に違反したとき、またはその恐れがあるとき 

(4) 商号、代表者、本店、重要な組織、その他申込に際して当社に申し出た内容に変更



が生じたとき 

 

第12条 （機密保持義務） 

1. 当社は、本サービスを利用するに当たり、事業者が当社に機密である旨を書面にて明示

した上で開示した情報（以下「機密情報」といいます。）を厳重かつ適正に取り扱うも

のとし、本サービス提供の目的以外で使用しないものとします。ただし、当社は、事業

者の個社を特定できない形式による統計データ等を作成し、当該統計データ等につき

何らの制限なく利用することができるものとします。 

2. 次の各号の一に該当する情報は、前項の機密情報に含まれないものとします。 

(6) 事業者から開示された時点で当社が既に保持していた情報 

(7) 事業者から開示された時点で既に公知であった情報 

(8) 事業者からの開示後、当社の責によらず公知となった情報 

(9) 第三者から機密保持義務を負うことなく合法的に入手した情報 

(10) 事業者から開示された情報によることなく、独自に開発した情報 

3. 当社は、本サービスを提供するために業務上必要な範囲内で、第三者に対し、機密情報

を取り扱う業務の全部または一部を委託することができるものとします。ただし、その

場合、当社は、本条における当社の義務と同等の義務を委託先にも負わせるものとしま

す。 

4. 事業者は、本サービスを通じて提供を受けた各種分析結果その他本サービスの利用を

通じて知りうる当社の一般に公開していない情報（本サービスに関する情報、仕組み、

ノウハウ、プログラムソース等を含みますが、これらに限られません。）の一切を第三

者へ開示、漏洩してはならないものとします。 

 

第13条 （サービスの一時停止等） 

1. 次の各号の一に該当する場合、当社は、事業者への事前の通知や承諾なしに、本サービ

スの提供を停止または廃止することができるものとし、事業者は予めこれを承諾する

ものとします。 

(1) 本システムについて、定期的または緊急に、保守、点検、仕様の変更または停止等

を行う場合 

(2) 本サービスの提供に必要な第三者のサービスが、保守、点検、仕様の変更または停

止等を行う場合 

(3) 天災地変、電力・通信サービス等社会的インフラの停止その他の非常事態が発生し、

もしくは発生するおそれがあり、または法令等の改正・成立により、本サービスの

運営が困難または不可能になった場合 

(4) 第三者からの不正アクセス、コンピューターウィルスの感染等により、本サービス

の提供が困難または不能であると当社が判断した場合 



(5) 前各号のほか当社がやむを得ない事由により本サービスの停止または廃止が必要

と判断した場合 

2. 当社は、前項に基づく本サービスの提供停止または廃止により事業者に生じた損害に

つき、何らの責任も負わないものとします。なお、当該停止または廃止があった場合で

も事業者は本サービスにかかる利用料が存在する場合、その支払い義務を負うものと

し、事業者が既に利用料を当社に支払っている場合にも、当社は事業者に対し、当該利

用料の返還義務を負わないことを予め承諾するものとします。 

 

第14条 （システム環境の変更） 

1. インターネットブラウザのバージョンアップ等、本サービスを取り巻くシステム環境

の変化に伴い、当社が本システムを変更した場合、当該変更に伴い、事業者は、自己の

費用と責任において、事業者側のシステムの変更を行うものとします。なお、当該シス

テムの変更に伴い事業者に生じた一切の損害（システム変更のために本サービスの全

部または一部を利用できなかったことによる損害を含みますが、これらに限られませ

ん。）について、当社は賠償責任を負わないものとします。 

2. 事業者が前項のシステムの変更を行わず、かつ当社が提案する代替手段を実行しなか

ったことにより、本サービスを利用できなくなった場合、本契約は直ちに終了するもの

とします。ただし、この場合でも、事業者は、利用料の支払義務を免れないものとしま

す。 

 

第15条 （免責） 

1. 当社は、本サービスの全部または一部を、事業者への予告なく改訂、追加、変更するこ

とができ、これに起因して事業者に損害が発生した場合であっても、当社は、賠償責任

を負わないものとします。 

2. 当社は、事業者に対して、本サービスの提供において、不具合、エラーや障害が生じな

いこと、また、本サービスに関連して送信される電子メール、ウェブコンテンツ等に、

コンピューターウィルス等の有害なものが含まれていないことを保証しません。 

3. 当社は、事業者に対して、本サービスを利用することによる効果、有用性、適合性、完

全性、正確性等について一切の保証をしないものとします。なお、事業者は、当社が事

業者に対して提供する営業資料等において本サービスを利用することによる効果、有

用性、適合性、完全性、正確性等に関する記述をした場合でも、当該記述は当社の予測

を述べた記述であり、事業者が本サービスを利用することによる効果、有用性、適合性、

完全性、正確性等を何ら保証するものではないことを確認します。 

4. 事業者は、通信環境その他の事情により本サービスの全部または一部を利用できない

場合があることを予め承諾の上、本サービスを利用するものとします。当社は、アクセ



ス過多、その他予期せぬ要因に基づく本サービスの表示速度の低下や障害等に起因し

て発生したいかなる損害についても、賠償責任を負いません。 

5. 当社は、事業者が使用する端末、機器、設備またはソフトウェア等（本サービスの利用

に必要な端末、プリンター等の機器等を含み、以下「利用機器等」といいます。）が本

サービスの利用に適さない場合であっても、本サービスの変更、改変等を行う義務を負

わないものとします。なお、本サービスを利用するにあたっては、当社が別途提示する

利用可能条件に適合した利用機器等の準備、設定が必要です。また、当社は、事業者へ

の通知または事業者による承諾なしに、いつでも、本システムについて、バージョンア

ップその他の変更・修正を行うことができるものとし、これにより事業者に発生した損

害について、当社は一切責任を負いません。 

6. 当社は、通常講ずるべきウィルス対策では防止できないウィルス被害、天変地異による

被害、電力・通信サービス等社会インフラの停止その他当社の責めによらない事由によ

り事業者に生じた損害について、一切責任を負いません。 

7. 当社は、本サービスの利用または利用不能に関し、事業者と第三者との間に生じた一切

のクレーム、トラブル、紛争等について、何らの責任も負わないものとします。事業者

は当該クレーム、トラブル、紛争等について事業者の費用と責任で対応するとともにそ

の経過を当社の求めに応じて適時報告するものとし、当社に一切の迷惑をかけないも

のとします。万一、当社が当該第三者に対して損害賠償等の支払を余儀なくされた場合

には、事業者は、当社に対し、その全額を支払うとともに、その解決のために要した弁

護士費用その他一切の損害を支払わなければならないものとします。 

8. 当社は、本サービスの利用に関連して事業者に発生した損害につき、当社の故意または

重大な過失による損害であることが明白な場合を除き、一切の責任を負わないものと

します。なお、当社が責任を負う場合であっても、かかる責任は、事業者に通常かつ直

接生じた損害の範囲に限られ、かつ、事業者が本契約に基づき過去 1か月間（当該損害

発生時を起算点とします。）において当社に支払済みの利用料の合計額を上限とします。 

 

第16条 （損害賠償） 

1. 事業者が本約款に定める義務に違反し、当社に損害が発生した場合、事業者は、当社に

対し、当該損害の全額を支払うとともに、その解決のために要した弁護士費用その他一

切の諸経費を支払わなければならないものとします。 

2. 事業者による本サービスの利用に関して、当社と第三者との間で紛争等が生じた場合、

事業者は、自己の費用と責任において当該紛争を解決し、当社に一切の損害を及ぼさな

いものとします。万一、当社が当該第三者に対して損害賠償等の支払を余儀なくされた

場合には、事業者は、当社に対し、その全額を支払うとともに、その解決のために要し

た弁護士費用その他一切の諸経費を支払わなければならないものとします。なお、当社

が当該紛争にかかる情報の提供を要請した場合、事業者は遅滞なく、当該情報を当社に



提供するものとします。 

 

第17条 （反社会的勢力の排除） 

1. 事業者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、

暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴

力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」といいます。）に該

当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわた

っても該当しないことを確約するものとします。 

(1) 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

(2) 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

(3) 自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的を

もってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有するこ

と 

(4) 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること 

(5) 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有すること 

2. 事業者は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一に該当する行為を行わないこと

を確約するものとします。 

(1) 暴力的な要求行為 

(2) 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

(3) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(4) 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて相手方の信用を毀損し、または相手

方の業務を妨害する行為 

(5) その他前各号に準ずる行為 

 

第18条 （解除） 

1. 当社は、事業者が次の各号の一に該当するときは、事業者に対し通知を行うことにより、

即時に本契約を解除し、または、本サービスの提供を一定期間停止することができます。 

(1) 本約款の規定に違反したとき 

(2) 当社の信用を傷つけたとき 

(3) 差押え、仮差押え、仮処分もしくは公租公課の滞納処分を受け、または破産、民事

再生、特別清算もしくは会社更生を自ら申立て、もしくはその申立てを受けたとき 

(4) 手形もしくは小切手の不渡処分を受け、または支払停止もしくは支払不能となっ

たとき 

(5) 営業の全部または重要な一部を第三者に譲渡したとき 



(6) 合併その他の事由により経営環境に大きな変化が生じたとき 

(7) 信用に不安が生じたとき 

(8) 営業を廃止したとき、または清算に入ったとき 

(9) 当社に不利益をもたらしたとき、または不利益をもたらすおそれのある行為をし

たとき 

(10) 第三者からの苦情または事業者に起因するトラブルその他の事由から、事業者に

よる本サービスの利用が、当社または本サービスの信用等に影響を及ぼす可能性

があると当社が判断したとき 

(11) 前条の表明保証に反したとき 

(12) 当社の取引基準に照らして不適格であると当社が判断したとき 

(13) その他本約款に定める事項を遂行できる見込みがなくなったと当社が判断したと

き 

2. 前項に定めるほか、当社および事業者は、理由の如何を問わず、当社の指定する方法に

より前々月の末日までに相手方に通知することにより、相手方が通知を受けた日の属

する月の翌々月から本契約を解除することができるものとします。なお、疑義を避ける

ために付言すると、事業者は、本契約が成立した月は解除できないものとします。 

3. 本条第 1項の規定により本契約を解除された場合、事業者は、期限の利益を喪失し、直

ちに当社に対する一切の債務を弁済するものとします。 

 

第19条 （担保の提供） 

事業者は、当社から合理的な理由に基づく請求があった場合には、当社の承認する担保（保

証を含みます。）を、自ら提供し、または第三者をして提供させるものとします。 

 

第20条 （譲渡禁止） 

事業者は、本契約上の地位および本契約に基づく一切の権利義務を、当社の事前の書面によ

る承諾なく、第三者に譲渡もしくは貸与し、または担保に供してはならないものとします。 

 

第21条 （準拠法・裁判管轄） 

1. 本約款および本契約は日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとします。 

2. 本約款および本契約に関して生じる一切の紛争の第一審の専属的合意管轄裁判所は、

東京地方裁判所または東京簡易裁判所とします。 

 

第22条 （約款の変更） 

1. 当社は、事前に事業者に通知することなく、本約款の内容変更を行うことができるもの

とし、変更後の本約款は当該変更条件の適用開始日に当該変更条件のとおりに当然に

変更されるものとします。 



2. 当社は、本約款について重要な変更を行う場合には、変更内容・条件等（以下「変更条

件」といいます。）の適用開始日の 14日以上前に、事業者に変更条件を告知するものと

します。 

3. 事業者は、変更条件を承諾しない場合には、当該変更条件の告知日より 14日以内に書

面にて当社にその旨を通知しなければならないものとします。 

4. 当社が前項の通知を受領した場合は、本条第 1 項の規定にかかわらず、当該変更条件

の適用開始日の前日をもって本契約は終了するものとします。ただし、この場合におい

ても、事業者は、利用料の支払義務を免れないものとします。 

 

第23条 （契約期間） 

本契約の有効期間は、本契約の成立日から１年間とします。ただし、本契約期間満了日の１

か月前までに、当社または事業者のいずれからも別段の意思表示がない場合は、さらに同一

条件で１年間延長されるものとし、以後も同様とします。 

 

第24条 （本約款の有効性） 

1. 本約款に定めるいずれかの条項が管轄権のある裁判所により無効である旨判断された

場合には、かかる条項は、法律が許容する限りで、本来の条項の趣旨を最大限実現する

ように変更または解釈されるものとし、また、本約款のその他の条項の効力には何らの

影響を与えないものとします。 

2. 本約款の規定の一部がある事業者との関係で無効とされ、または取り消された場合で

も、本約款はその他の事業者との関係では有効とします。 

 

第 25条（存続条項） 

本契約終了後も、第 4条（再委託）、第 6条（知的財産権）、第 8条（本サービス情報）、第

12 条（機密保持義務）、第 13 条（サービスの一時停止等）第 2 項、第 14 条（システム環

境の変更）、第 15条（免責）、第 16条（損害賠償）、第 18条（解除）第 3項、第 20条（譲

渡禁止）、第 21 条（準拠法・裁判管轄）、第 22 条（約款の変更）第 4 項ならびに本条の規

定は有効に存続するものとします。 

 

附則 

2021年 11月 24日 制定・適用 

2021年 12月 13日 改訂 

 


